




































































借入企業 資金使途 金額 金利 期　　間
1953，10
中部電カ，関西電力， 火力発電 千ドル ％九州電力 40，2005，0 20年くうち裾置期聞5年）
1955，1O八幡製鉄 圧延設備 5，3004，62515年
ユ955．11 ψ ク 8，OOO4，62515年
1956．2日本鋼管，石川島重工三菱造船，トヨタ自動車 工場設備 81，000N．A． 12～15年
1960．5日本道路公団（1次〕 名補高速道路 4C，COO6．2523年／うち掘置期聞5年）
ユ96L5日本国有鉄道 東溝道新幹線 80，oooN，A． N．A
1962．1日本道路公団（2次） 名神高遠遺路 40，0005．7523年（うち据置期聞3年）
1963．11 〃　　（3次） 東名高速遣路 75，0005．5026隼（同5，5隼）
ユ964．6 ク　　（4次） 4 50，0005．5025隼（同5年）
1965，7 ψ　　（5次） 4 75，OOO6，5025隼（同4．5年）
































世　銀 米輸銀 米　銀 その・他
1950・5ユ 4，026 4，026
1952 ユO，000 24，457 34，457
1953 40，200 7，000 2，162 49，362
ユ954 4，000 11，279 15，279
ユ955 13，400 20，477 13，ユ77 47，054
ユ956 24，300 25，927 3，000 40，425 93，652
1957 15，000 80，050 6，600 22，329 123，979
1958 ユ66，00028，230 3ユ，510 5，733 23ユ，473
1959 84，000 20，186 7，200 16，229 ユ27，615
1960 25，000 21，300 38，814 42，018 ユ27，132
1961（4～12月）120，00092，235 73，982 71，220 357，437
合　　計 里87，9CO267，928202，583253，055 ユ，211，466





世銀 米輸銀 米銀 その他 構成比％
電　　力 178 778 509 460 ユ，925 ユ0．4
石　　油 557 1，065 1，622 8．7
鉄　　鋼 158 138 1，730 1，227 3，253 17．5
運　　輸 584 948 385 1，9ユ7 10．3
その他 527 256 5，548 3，495 9，826 53．0




























































































































































認可年月 貸手銀行 借入企業 保証銀行 金額 使途
1952．7 バンク・オブアメリカ 三井船舶 三井銀行 280タンカー建造
〃．12 〃 日東商船 日本興業銀行 200 〃
1953．3 〃 三井船舶 三井銀行 280 二く　皿
〃．3 〃 飯野海運 日本興業銀行 240 〃




〃．9 バンク・オブ・ 丸善石油 三和銀行 300 4アメリカ
〃．ユ1 ファースト・ナショナル・シテイ銀行 東京タンカー 不　　　詳 400 ク

















1976 1977 1978 1979 1980
ユ～n月 12月
公的借款
米輸銀借款 203 120 48 13 3ユ4 314 ■
民間借款
中 外銀扱い分
ユ，759 1，450 1，524 2，028 2，248 2，086 162
長 （うち米銀） （1，089） （837） （773） （924） （950） （950） （一）
期 親子ローン 64 30 24 35 110 68 42
口1邦銀扱い分 ’ ■ 1 一 1，736 1，471 265ン
小　計 1，823 ユ，480 1，548 2，063 4，094 3，625 469
短 外銀扱い分 ■ ■ 一期
96 335 262 73
口 邦銀扱い分 一 ’ 一 384 2，591 1，246 1，3451
ン 小　計 ■ ■ ■ 480 2，926 1，508 ユ，418









































































新　日　本製鉄 ユ00，600 89，000 189，600
日　本　鋼　管 58，400 52，000 110，400
川　崎　製　鉄 52，900 52，000 104，900
住　友　金　属 62，900 52，000 1ユ4，900
神　戸　製　鋼 44，里00 5ユ，000 95，400
合計 319，200 296，000 6ユ5，200
（出典）産業金融通信社集計
第19表　外国銀行・外国企業からの借入金が多い会社（1976年度末残）
会社名 外銀等からの借入金 総借入金に占める外銀借入金の割合1新日本製鉄 148，876百万円 10．8％2三井物産 11ユ，692 6．33神戸製鋼所 106，753 ユ8．44住友金属工業 104，353 12．55東京電力 99，522 9．0
6関西電力 97，156 ユ2．O7三菱商事 83，813 6．28川崎製鉄 82，113 10．99日本鋼管 82，014 9．4ユ0 日本航空 79，005 54．ユ
11日商岩井 ？4，325 ユ2．312兼松江商 73，885 21．3ユ3 住友商事 73，751 11．8ユ4 三菱重工業 73，ユ52 10．015伊藤忠商事 70，682 7．5
16石川島播磨重工業 6ユ，600 9．6
17丸善石油 60，725 18．0ユ8 全日本空輸 52，870 壬7．419丸　　紅 5ユ，ユ75 4．920川崎重工業 45，250 13．9






































スイス フ　ラ　ン 24，O 74．5 28，9
西ドイツ・マルク 14．8 4，7 6．4
サウジ リ　アル 4．1 0．2 一
クウェート・デイナール 0．3 0．4 1．3
そ の 他 0．4 一 0．8























スプレツド 中長期ローン 短期ローン 中長期ローン 短期ローン
外銀 邦銀 外銀 邦銀 外銀 邦銀 外銀 邦銀
0，25 35．0 0，4
O．375 3．7 26，6 1．8 42．0 47．5
O．4375 21，7
0．5 64．O56．326．886．036．837．439．1 86．4
0．625 8．0 27．9 7．5 7．3 27，7 7．8 5．9
O．6875 0．9
O，75 1．2 13．0 3．7 6．3 22．9 5．9
01875 0，5





































































































































77 18 3，260 2 300
78 40 8，270 1 150
79 22 4，002 2 250
80 ユ4 2，610 4 550

































（年聞） 前隼比増 （年末） 前隼比増
ト’ ％ j ％1972 56 ’ 4 173 188 235．7 7 105．7
74 329 75．O 13 77．8
75 418 27、ユ ユ3 1．6
76 450 7．7 12 一5．4
77 538 19．6 14 9．8
78 692 28．6 27 100．0
79 1，259 81．9 49 83．0






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































数 東京 横浜 大阪 神戸 その他 全国
北米系 22 22 2 4 1 2 31
中甫米系 2 2 2
欧州系 26 25 5 2 2 34
アジア系 14 13 5 18
その他 0 0
合計 64 62 2 ユ4 3 4 85
（注）香港上海銀行（本店香港）は英国資本であるえめ，欧州系に含めてある。
（出典）筆者艦計。
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（2）駐在員事務所が支店に先行して開設されたこと
　戦前においては，外国銀行は支店開設に先だち，代理店（Agents）を設ける
ケースが多かったが，戦後は代わって駐在員事務所を設けるケースが増えてき
た。駐在員事務所は現地調査や情報収集が任務であり，銀行業務は行わないの
で，営業免詐は不要である。しかし，駐在員事務所は，支店開設の準傭段階と
みなされるため，支店開設に先だって事務所を設けるケースが一般化した。一駐
在員事務所数は1960年末には僅か2であったが70年末には55に増え，80年末に
はユ03に増大しれ
　しかも，日本では銀行業務と証券業務が分離されている関係で，欧州系を中
心に外国銀行が証券業務関連の駐在員事務所を別途設け，一方，外国の証券会
社が銀行業務関運の駐在員事務所を設ける傾向が1980年代に顕著となった。こ
れが，駐在貝事務所を急増させた一因である。
（3）業務面では，伝統的な貿易金融や外国為替業務が伸び悩み，貸出が主要
　　業務となったこと
　外国銀行，とくに旧植民地銀行は伝統的に貿易金融や外国為替業務を主業と
してきたが，ユ950年代から漸次貸出業務に重点を移行してきた。貸出は当初，
米銀によるインパクト・ローン即ち外貨貸付から始まった。借り手は海運，造
船，鉄鋼などの日本企業である。インパクト・ローンは，当初日本のメイン・
バンクが元利金の支払いを保証していたので，外国銀行のリスクは皆無であっ
た。
　一方，日本政府は外貨不足を補うためにもインパクト・ローンを歓迎した。
しかし，1960年代半ば以降，外貨準備が潤沢になると，政府はインパクト・
ローンを抑制し始めた。そこで外銀は，外貨を円転し，円貨貸付に力を入れる
こととなった。しかし，やがて円転にも規制が加えられる。さらに，70年代に
は貸手銀行の拡大，貸出通貨の多様化が進み，インパクト・ローン市場の競争
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は激化した。
（4）外国銀行の役割の変化
　終戦後，外貨不足と海外店舗の喪失により，邦銀が国際業務を行うことがで
きなかった時期には，外国銀行の役割は極めて重要であった。外銀には占領期
以来のSCAP商業勘定を引き継いた大蔵省（MOF），日本銀行（BOJ）などの
外貨預金もあった。一方，インバクト・ローンは外銀に利益をもたらすととも
に，邦銀の資金不足を補い，為替手数料や保証料などの収益源ともなった。邦
銀と外銀は相互補完関係にあったのであ孔
　その後，日本経済の発展に伴って，わが国の外貨事情も好転し，邦銀の海外
店舗も逐次開設されるにつれて，在日外銀の出る幕が少なくなった。加えて，
金融自由化の進展に伴い，1970年代末には邦銀もインパクトーローン市場に参
入することとなった。邦銀はもはや取引先である本邦企業を外銀に紹介し，保
証つきでローンを依頼する必要はなくなり，邦銀と外銀は競争関係に突入した
のである。
（5）1970年代に収益悪化から金融摩擦へ発展
　1970年代後半には，銀行間の競争激化に伴う業績悪化により，さまざまの摩
擦を生じるに至った。ユ970年代に入ってからの，外銀の収益悪化の背景には，
企業の資金需要の後退，内外銀行閲の競争激化があるが，これに加えて，石油
ショックによる物価高，さらに円高進行は，ドル・べ一スでみた外銀のコスト
増大要因となる。そこで，外銀は収益悪化の状況を本店に報告し，本店は本国
政府に問題の解決を訴えたため，国際問題に発展した。かくて，1978年4月，
米サンフランシスコ連銀総裁やECのチューゲンダート委貝が来日し，日本政
府との協議・交渉が行われた。
　さらに，1979年12月，国税当局は在日外銀47行の税務調査を実施した結果，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49
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38行で総額15億円にのぼる申告漏れを把握，遣徴課税した。これが，外国銀行
の不溝を一層増幅させる結果となったのである。
注鯛米国輸出入銀行は，ユ945年に設立された政府系金融楼関。設立当初はE互port－Import　Bank　of
　　W邊shi皿蜘皿と称していたが，ユ968隼3月，Export－I皿port　B如k　of　the1〕nited　Stat僅sと改称され
　　た鉋
　鯛須田美失子『ゼミナール国際金融入門』日本経済新聞社　1996年，373ぺ一ジ。『日本経済新
　　剛1989年8月22日
　㈱東京銀行調査都編［新版貿易為替辞典』至誠堂，1970隼，18ぺ一ジ。
　鯛　『第1回大蔵省国際金融局年報』昭和52年版，159ぺ一ジ。
　㈱GARIOAはGowmment　and　Relief　in0㏄upied　Areas（対占領地救済援助費〕の略。EROA
　　は，Eco皿o皿ic艮ecoΨery　in0㏄up1ed　Area（占領地経済復興援助費）の略。
㈹渡辺公徳「外国銀行と日本」（幅際金融』第528号，1974年3月ユ日）8ぺ一ジ。
　㈹　山中晴雄「外資借入と海運」（r海運』ユ957年4月）10ぺ一ジ。
綱　r第1回大蔵省国際金融局年報』昭和52年版，160ぺ一ジ竈
　幽　r第2回大蔵省国際金融局年報j昭和53年版，159ぺ一ジ。
幽　隙3回大蔵省国際金融局隼報』昭和54年版，134ぺ一ジ。
　㈱　『第4回大蔵省国際金融局年報』昭和55年版，119ぺ一ジ。
㈹チェース・マンハッタン銀行（Chase　Manhatta皿Bank）は，1955年3月Chase　Nati㎝al　Ba皿k
　　oi　the　City　o川ew　York（1877隼設立）とB加k　of　the　Manhatta口Co．（1799年設立）の合併により成
　　立。1965年6月に州法銀行から国法銀行に転換した。
㈹　ファースト・ナシヨナル・シテイ銀行（First　National　City　Bank）は，1955年3月Th直Na．
　　OoIlal　City　Bank　of　New　York　（1812隼設立）　とThe　First　Nado脱一Ba皿k　of　theαty　of　New　York
　　（1863隼設立）の含俳により誕生。
綱大蔵省『第18回銀行局金融隼報」昭和44年版，95ぺ一ジ。
鯛　『第ユ回大蔵省国際金融局年報』昭和52年版，ユ6ト163ぺ一ジ。
　㈱　　『日本弟蚤済新聞jユ977隼6月5日
㈲　日本銀行金融研究所『新版わが国の金融制皮』昭和6ユ年　288ぺ一ジ。
㈲　「第ユ回大蔵省国際金融局隼報j昭和52隼叛，ユ87ぺ一ジ。
繍財経詳報社編『図説国際金融」ユ999隼版，ユ24，ユ54ぺ一ジ。
㈱　円本銀行金融研究所「新版わが国の金融制度』昭和61年　167～170ぺ一ジ。
㈱　「第1回大藪省国際金融局年報』昭和52隼版，81ぺ一ジ。
餉大蔵省r第28回銀行局金融年報』昭和54年版，59ぺ一ジ。r第29回銀行局金融隼報』昭和55隼
　版　13～16ぺ一ジ竈
飼　立脇和夫階日外国銀行』教育社，1978年，156ぺ一ジ。
鯛　r日本経済新剛1978年4月12日，但し，Asia皿Wall　StreetJouma1では250億円と報道。
熊　『週刊金融財政箏情」1978年8月7日
㈱　大蔵省r第28回銀行局金融年報』昭和54年版，136ぺ一ジ。
㈹　上掲書，137ぺ一ジ
鰯　ドイツ海外銀行は，1976年7月，親銀行であるドイッ銀行に吸収された。
鯛　『週刹金融財政事情’1976年6月14日
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㈱　ドイツ海外銀行が1976年3月16日に東京地方裁判所へ提出した訴状
㈱　上記訴状及ぴ『週刊金融財政事惰」1976年6月ユ4日
㈱　廟日新剛1979年ユ2月ユ7日，『日本経済新聞j1979年12月16日
㈱　ファ］スト・ナシ目ナル・シティ・バンクは，1976隼3月シテイバンク（Citib目nk　N．A．）と
　改称した。
㈱　　『日本経済新聞』1979年12月16日
鯛　r週刊金融財政事惰』198ユ年2月23日
㈹　　r日本経済新聞』1980年ユ2月3ユ日
㈹　シテイバンク，チェース・マンハッタン銀行，コンチネンタル・イリノイ銀行，バンク・オ
　ブ・アメリカのそれぞれ内部資料による。
㈱ユ980年12月現在で，東京支店をもたない在日外銀は，マーカンタイル銀行（名古屋支腐の
　み），第一銀行（大阪支店のみ）の2行だけであった。
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